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再 評 価 調 書  

Ⅰ 事業概要 

事 業 名 土 地 区 画 整 理 事 業 

地 区 名 安
あん

 城
じょう

 桜
さくら

 井
い

 駅
えき

 周
しゅう

 辺
へん

 地 区 

事業箇所 安城市桜井町、姫小川町、小川町地内 

事業の 

あらまし 

本地区は、安城市中心部より南方約４．５㎞に位置し、安城市都市計画マスタープランにお

いてＪＲ安城駅周辺、同三河安城駅周辺及び名鉄新安城駅周辺とともに安城市南部の地域拠点

として位置付けられています。 

しかし、旧来からの集落と農地を主体とする区域でありながらも、名鉄桜井駅に近接するな

ど交通利便性に優れていることから、本地区及び周辺において急激かつ無秩序に宅地化が進み

つつあります。 

そこで、都市活動の分断要素となっている名鉄西尾線の高架化事業と連携し、鉄道東側既成

市街地の再構築と西側新市街地の基盤整備を一体とした本事業の施行により、駅前広場及びこ

れに接続する幹線道路等の公共施設や駅周辺の商業地の整備、居住環境の改善を行い、安城市

南部の地域拠点としてふさわしい地区を創出できるよう市街地の整備を図ります。 

事業 

目標 

【達成（主要）目標】 

①安城市南部の地域拠点として位置づけられている都市機能の整備を行う。 

②名鉄西尾線の高架化事業と連携し、鉄道西側の新市街地と鉄道東側の既成市街地を一帯とした

基盤整備を行う。 

計画変更 

の推移 

 
事業採択時 H20再評価時 H25再評価時 H30再評価時 

変動要因の 
分析 

事業期間 H11～H25 H11～H33 H11～H33 H11～H36 
事業進捗に伴う

延伸 

事業費（百万円） 19,800 28,240 30,500 32,300 
事業の進捗に伴

い、事業費を精査 

経費 
内訳 

工事費 5,649 7,332 7,313 6,941 
工事内容の精査

による費用の減

少 

用補費 9,415 13,664 16,146 16,879 
地価の上昇によ

る費用の増大 

 

その他 4,736 7,244 7,041 8,480 
事業期間の延伸

による事務費の

増大 

事業内容 
道路：25,148ｍ 

移転：367戸 

道路：25,148ｍ 

移転：437戸 

道路：25,148ｍ 

移転：462戸 

道路：25,148ｍ 

移転：462戸 
 

Ⅱ 評価 

①
事
業
の
必
要
性
の
変
化 

（
１
）
必
要
性
の
変
化 

【事業採択時の状況】 

本地区は旧碧海郡桜井町として、西三河内陸部と沿海部を結ぶ交通の要所として発展し

てきました。地区内を南北に走る名鉄西尾線を境に、東側は既成市街地、西側は農地が広

がり、また、南北に走る市道沿線にサービス型店舗が見られます。 

鉄道東側の既成市街地は狭隘な道路が多く、鉄道西側は農地整備による道路が大半とな

っており、道路密度や延長率は低い状態であります。安城市南部の地域拠点を整備してい

くうえで、この地区に発生及び集中する交通を円滑に処理できるように、道路築造及び住

環境の整備が必要であると考えます。 
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【再評価時の状況】 

安城市の人口は増加傾向を維持しており、5年間（平成 22年から平成 27年）で約 5,450

人増加しております。また、地区内に大規模商業施設がオープン（平成 18 年 9 月）して

以来、周辺では商業系土地利用が進みつつあり、土地の需要が高まってきています。 

そのような状況から本地区は、安城市南部の地域拠点として、快適な住環境を形成させ

ていくための各種機能の強化が期待されています。 

また、本事業と併行して、名鉄西尾線碧海桜井駅付近鉄道立体交差事業も行われ、付近

の道路整備もあわせて行うことで、渋滞が緩和しました。平成 20 年 6 月に高架化駅（桜

井駅）がオープンすると、その後に駅前を中心とした駅前広場や公園なども整備を行った

ことで、地区内の交通量が増加傾向にあります。近年では、平成 28 年 3 月に（都）桜井

駅前線が供用するなど、地区内の道路ネットワークが強化されつつあります。また、保留

地等における、住宅地の確保の要望も多く、都市計画道路の整備を始めとする公共施設や

住環境の整備が急務であると考えます。 

 

【変動要因の分析】 

 特に大きな変動はありません。 

 

判定 

Ａ 
A： 事業着手時に比べ必要性が増大している。 

B： 事業着手時に比べ必要性にほとんど変化がない。 

C： 事業着手時に比べ必要性が著しく低下している。 

【理由】 

地区内で鉄道立体交差事業も進められ、安城市南部の地域拠点として公共施設の整備、

居住環境の改善が益々求められており、本事業の必要性及び緊急性は増大しております。 

また、交通量が増加傾向にあり、住宅地の要望が多く、人口が増加しているため、事業

の効果も期待できます。 

②
事
業
の
進
捗
状
況
及
び
見
込
み 

（
１
）
進
捗
状
況 

【事業計画及び実績】 

  

  H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

工

種

区

分 

調査・設計                             

移転補償                             

公共施設整備 

道路築造工事 
      

  
                    

換地処分                             

事業費 

（百万） 
1,953 8,303 8,691 

 

  H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 

工

種

 

区

分 

調査・設計                      

移転補償                      

公共施設整備 

道路築造工事 
                  

   

換地処分                 
 

  ☆ 

事業費 

（百万） 
8,499 4,553 301 

※事業費について、５ヵ年毎の計画、実績を記載する。 
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 【進捗率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施行済みの内容】 

 名鉄西尾線西側の新市街地に対する移転及び工事は概ね完了し、今後は名鉄東側及び地

区内西部の既成市街地の移転及び工事を進めます。 

 平成 29年 3月末現在 

事業進捗率 
81.5％ 

（26,325百万円／32,300百万円) 

建物移転率 
81.0％ 

（374戸／462戸） 

道路築造率 
76.8％ 

（19,316ｍ／25,148ｍ） 

仮換地指定率 
99.6％ 

（599,254㎡／601,560㎡） 

（
２
）
今
後
の
事
業
進
捗
の
見
込
み 

【阻害要因】 

平成 11年の事業認可当初は、地権者との合意形成が図れず、事業が停滞した時期もあ

りましたが、地権者との話し合いを重ね段階的に仮換地指定を行い移転や工事を進めて

きたことにより、地権者との合意を徐々に得ることができ、平成 29年度には仮換地指定

率が 99.6％に達しています。 

今後は、主に既成市街地の移転となるため、事業進捗の遅延が阻害要因として懸念さ

れますが、効率よく移転を進めていくことで事業進捗を図っていきます。 

 

【今後の見込み】 

[事業進捗の見通し] 

事業が進むにつれ、地権者の事業促進意欲が高まっており、順調に移転が進んでおり

ます。さらに、大規模商業施設、複合福祉施設及び名鉄桜井駅高架化が相次いで完成し

ていることから、早期の土地活用を求め、ますます事業促進意欲が高まることが期待さ

れ、建物移転や道路、公園などの公共施設整備を事業計画どおりに進めていくことがで

きると考えています。 

平成１１年度～平成３５年度 「工事」及び「建物移転」 

平成３６年度        「換地処分」 

[保留地処分の見通し] 

保留地については、現在約 40％を超える保留地を処分しており、分譲した保留地は概ね

順調に売却が進んでおります。また、保留地分譲に対する問い合わせなども多く、当地区

の土地に対するニーズは高まっております。今後も、道路築造や移転先の仮換地造成に合

わせ計画どおりに保留地整備を進め、処分を実施していきます。 

 

判定 

Ｂ 

A： 事業は順調であり、ほぼ計画通り確実な完成が見込まれる。 

B： 多少の阻害要因があるが、一定の期間等を要すれば、解決できる見通しがあ

り、ほぼ計画通りの完成が見込まれる。 

C： 阻害要因の解決が困難で、現時点では、事業進捗の目処がたたない。 

【理由】 

今後は、既成市街地の移転が主になりますので、事業進捗率の遅延が懸念されますが、

現段階においては順調に進んでおり、ほぼ計画どおりの完成が見込まれます。 
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③
事
業
の
効
果
の
変
化 

（
１
）
貨
幣
価
値
化
可
能
な
効
果
（
費
用
対
効
果
分
析
結
果
）
の
変
化 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析の算定基礎となった要因変化の有無】 

  街路事業：道路交通センサス等の原単位の変動（交通量の増加） 

  区画整理事業：公示価格の変動（地価の上昇） 

 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析結果】 

[街路事業] 

区分 
事業認可時 

（公表年：H11） 

再評価時 

（公表年：H20） 

再評価時 

（公表年：H25） 

再評価時 

（公表年:H30） 
備考 

費用 

（億円） 

事業費 63 97.6 111.6 131.6   

維持管理費 1.4 0.7 0.9 0.9   

残存価値 6.6     
 

  

合計（C) 57.8 98.3 112.5 132.5   

効果 

（億円） 

走行時間短縮便益 204 249.5 355.5 389.1   

走行経費減少便益 5 10.6 11.9 13.0   

交通事故減少便益 0 6.1 2.1 2.1   

合計（B） 209 266.2 369.5 404.2   

（参考） 

算定要因 

        
 

  

        
 

  

        
 

  

費用対効果分析結果（B/C) 3.61  2.71  3.28  3.05   

※事業費は、割引率を用いて現在価値に変換しています。 

 

[土地区画整理事業] 

区分 
事業認可時 

（公表年：H11） 

再評価時 

（公表年：H20） 

再評価時 

（公表年：H25） 

再評価時 

（公表年:H30） 
備考 

費用 

（億円） 

事業費 166.7 205.7 300.5 325.0   

維持管理費 4.9 3.5 6.2 6.7   

用地費 40.8 88.9 118.2 129.7   

合計（C) 212.4 298.1 424.9 461.4   

効果 

（億円） 

宅地地価上昇便益 338.9 312.4 445.0  536.5   

        
 

  

        
 

  

合計（B） 338.9 312.4 445.0  536.5   

（参考） 

算定要因 

        
 

  

        
 

  

        
 

  

費用対効果分析結果（B/C) 1.60  1.05  1.05  1.16   

※下水道整備費を含んだ事業費で、割引率を用いて現在価値に変換しています。 

 

・街路事業の費用便益：Ｂ／Ｃ＝3.05 

走行時間の短縮、走行経費の減少、交通事故の減少が図られ事業投資効果が期待さ

れます。 

・土地区画整理事業の費用便益：Ｂ／Ｃ＝1.16 

  各種公共施設整備による施設利用効果をはじめ、地域の活性化、居住環境・都市防

災機能の向上等、多様な事業効果により周辺地区も含めて土地の価値が上昇し、事業

投資効果が期待されます。 
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 ・歩行者・自転車への便益 

幹線道路においては、歩行者、自転車がより安全に通行できるよう、車道と自転車

歩行者道を分離して整備します。また、歩行者専用道路を適性に配置し歩行者、自転

車が安全で効率的に移動できるよう配慮されております。 

 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析手法】 

 街路事業における費用便益分析マニュアル（案） 

 （H20.11 国土交通省 道路局 都市・地方整備局） 

土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル（案） 

（H21.7 国土交通省 都市・理法整備局） 

 

【変動要因の分析】 

街路事業の費用便益では、事業計画の見直しにともない道路の供用開始を３年間延長し

たことで、現在価値に換算する割引係数が増え、道路の総費用が増額となりました。また、

現況道路（競合道路）の交通量が増加したことで道路混雑度が上がりましたが、計画道路

が開通することで、現況道路の道路混雑度が低減され、走行時間短縮便益が増加する結果

となりました。 

土地区画整理事業の費用便益では、費用を構成する事業費で補償費や移設費等で増額と

なりました。また、宅地整備が進み、住環境が向上してきたことから、基準点の地価が上

昇し、宅地地価上昇便益が増加する結果となりました。 

 

（
２
）
貨
幣
価
値
化
困
難
な
効
果
の
変
化 

【事業認可時の状況】 

 鉄道高架化を区画整理事業と同時に行うことで、既成市街地と新市街地を一体とした整

備を行うこと。 

 

【再評価時の状況】 

 ・事業着手時から桜井駅は立地しており、地域の活性化を担っていたが、事業により駅

前広場（バス等のロータリー）や道路、駅隣接地に大型商業施設などが整備されたこと

で、広域交通の利便性や商圏拡大による集客性が向上した。 

・都市計画道路、区画道路の拡幅による防災面の向上。 

 

【変動要因の分析】 

 特に大きな変動要因はありません。 

判定 

Ａ 

Ａ：事業着手時とほぼ同様の事業効果が発現される見通しがある。 

Ｂ：事業着手時と比べ低下が見られるが、十分な事業効果が確保される見通し

がある。 

Ｃ：事業着手時と比べ著しく低下し、現時点では事業効果が確保される見通し

が立たない。 

【理由】 

本地区は、土地区画整理事業が最適であり、事業手法、規模見直しを図る代替案はあ

りません。また、費用対効果も基準以上の数値となっており、事業の効果が十分に見ら

れる見通しがあると考えます。 

 

Ⅲ 対応方針（案） 

継 続 
中止：上記①～③の評価で一つでもＣ判定があるもの。 

継続：上記以外のもの。 

 

Ⅳ 都市計画審議会の意見 

Ⅲ対応方針（案）を上程し、「異議なし」の答申を得ました。 
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Ⅴ 対応方針 

Ⅱ評価から、各評価項目の判定は「Ａ」又は「Ｂ」であり、総合的に判断して事業継続が妥当であると考え

ます。 

また、都市計画審議会において、事業継続決定に対する「異議なし」の答申を得ています。 

今後も、地元権利者や関係機関と十分に調整し、円滑な事業の運営に努め、平成 36年度の事業完了を目指し

ます。 



 

 

 


